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平成２０年１０月作成

平成２６年 ９月修正

和歌山県総務部総務管理局市町村課

和 歌 山 県 選 挙 管 理 委員会

選挙運動費用に関する公費負担
（選挙公営）制度について

※この資料は、県議会議員選挙・県知事選挙を想定して作成したものです。
今後、順次充実を図るほか、法令改正等により見直しを行う場合もあります。
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総 論
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公費負担制度で実現

選挙運動費用に関する公費負担制度の目的

国や地方公共団体が候補者の選挙運動の費用を
負担する制度

金のかからない
選挙

選挙運動の
機会均等

◆供託金が没収された場合（得票数が一定の数に達しない

とき）は、公費負担を受けることはできません。
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選挙運動費用に関する公費負担制度の種類

選挙運動費用に関する公費負担制度については、県条例及び公職選挙法
で上限額等の基準が決められています。

①選挙運動用ポスターの作成

作成枚数の上限数＝選挙区のポスター掲示場数作成枚数の上限数＝選挙区のポスター掲示場数作成枚数の上限数＝選挙区のポスター掲示場数作成枚数の上限数＝選挙区のポスター掲示場数××××２２２２
作成単価の上限額＝選挙区のポスター掲示場数から算出作成単価の上限額＝選挙区のポスター掲示場数から算出作成単価の上限額＝選挙区のポスター掲示場数から算出作成単価の上限額＝選挙区のポスター掲示場数から算出

②選挙運動用自動車の使用（ハイヤー契約の場合）

上限上限上限上限額＝額＝額＝額＝１日あたり６４，５００円１日あたり６４，５００円１日あたり６４，５００円１日あたり６４，５００円

③選挙運動用自動車の使用（レンタカー契約の場合）

自動車の借入（１日１台に限る）自動車の借入（１日１台に限る）自動車の借入（１日１台に限る）自動車の借入（１日１台に限る） 上限額＝１日あたり１５，３００円上限額＝１日あたり１５，３００円上限額＝１日あたり１５，３００円上限額＝１日あたり１５，３００円

運転手の雇用（１日１人に限る）運転手の雇用（１日１人に限る）運転手の雇用（１日１人に限る）運転手の雇用（１日１人に限る） 上限額＝１日あたり１２，５００円上限額＝１日あたり１２，５００円上限額＝１日あたり１２，５００円上限額＝１日あたり１２，５００円

燃料代燃料代燃料代燃料代 上限額＝７，３５０円上限額＝７，３５０円上限額＝７，３５０円上限額＝７，３５０円××××選挙運動日数選挙運動日数選挙運動日数選挙運動日数

選挙区毎に
異なります。

※県議会議員選挙は①～④、県知事選挙は①～⑥が公費負担の対象です。
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⑤選挙運動用ビラの作成（県知事選挙のみ）

作成枚数の上限数＝公選法作成枚数の上限数＝公選法作成枚数の上限数＝公選法作成枚数の上限数＝公選法142に定める枚数に定める枚数に定める枚数に定める枚数 ※※※※本県知事選挙＝１３万枚本県知事選挙＝１３万枚本県知事選挙＝１３万枚本県知事選挙＝１３万枚
作成単価の上限額＝ビラ作成枚数から算出作成単価の上限額＝ビラ作成枚数から算出作成単価の上限額＝ビラ作成枚数から算出作成単価の上限額＝ビラ作成枚数から算出

※一般運送契約（ハイヤー契約）による選挙運動用自動車の借上と、運転手の雇用
及び燃料代に関する公費負担の制度は併用できません。

※運転手の雇用について、法人と運転手派遣契約を結ぶ場合は、公費負担は受けら
れません。
※※※※供託金没収者は公費負担されません。供託金没収者は公費負担されません。供託金没収者は公費負担されません。供託金没収者は公費負担されません。

④選挙運動用通常葉書の郵送

郵送枚数の上限数＝公選法郵送枚数の上限数＝公選法郵送枚数の上限数＝公選法郵送枚数の上限数＝公選法142に定める枚数に定める枚数に定める枚数に定める枚数
※※※※県議会議員選挙＝８千枚県議会議員選挙＝８千枚県議会議員選挙＝８千枚県議会議員選挙＝８千枚 ※※※※県知事選挙＝４万枚県知事選挙＝４万枚県知事選挙＝４万枚県知事選挙＝４万枚

⑥その他県知事選挙のみに認められるもの

特殊乗車券の交付（公共交通機関の利用）特殊乗車券の交付（公共交通機関の利用）特殊乗車券の交付（公共交通機関の利用）特殊乗車券の交付（公共交通機関の利用）
選挙運動用の新聞広告掲載費用選挙運動用の新聞広告掲載費用選挙運動用の新聞広告掲載費用選挙運動用の新聞広告掲載費用
選挙運動用の政見放送費用選挙運動用の政見放送費用選挙運動用の政見放送費用選挙運動用の政見放送費用
個人演説会告知用ポスターの作成個人演説会告知用ポスターの作成個人演説会告知用ポスターの作成個人演説会告知用ポスターの作成
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公費負担の考え方（上限額について）

国や、県が選挙運動費用の公費負担を行う制度で、上限額を定額で交付す上限額を定額で交付す上限額を定額で交付す上限額を定額で交付す
るのではなく、上限額の範囲内で実際に要した費用を交付する制度でするのではなく、上限額の範囲内で実際に要した費用を交付する制度でするのではなく、上限額の範囲内で実際に要した費用を交付する制度でするのではなく、上限額の範囲内で実際に要した費用を交付する制度です。

◆たとえば選挙運動用自動車の燃料代で、上限額が５万円の場合

燃
料
代

６
万
円

燃
料
代

３
万
円

事例A

事例Bでは、実
際の燃料代で
ある３万円が公
費負担の対象
となる。

事例B

上限額５万円

事例Aでは、上
限額の５万円が
公費負担の対
象となる。

定額補助では
ありません。
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公費負担の仕組み

業 者

県知事

候補者

県選挙管理委員会

（注）上の表は事務の流れの概略を示したものであり、公費負担の対象となる契約種別ごとに

必要書類や添付資料が異なります。また、※印の手続は選挙運動用自動車の使用（燃料の

供給を除く。）の場合は不要です。

①有償契約の締結

⑤確認書※
⑥使用（作成）証明書

②
契
約
届
出
書

③
確
認
申
請※

④
確
認
書※

⑦
代
金
の
請
求

⑧
代
金
の
支
払

（供託物没収の有無の確認）

（公費負担該当者の通知）
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契約書の作成にあたっての注意点

※契約書は、実態に則して作成してください。

契約金額が２種類以
上の場合、この様式
を利用してください。

県選挙管理委員会が例示した様式
で対応できない場合は、見積書を添
付するなどして、実態と整合するよう
にしてください。

レンタカー契約の場合
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各 論
主な公費負担制度に関する公費負担基準と請求書の記載方法
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選挙運動用ポスターの作成
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作成枚数・作成単価の上限（選挙運動用ポスター）

※作成枚数と作成単価の双方に上限があります。
※作成枚数・作成単価の上限はポスター掲示場数によって異なります。

＜作成単価の上限＞
◆ポスター掲示場数が５００以下の場合
｛３０１，８７５円＋５１０円４８銭×（ポスター掲示場数）｝／（ポスター掲示場数）

◆ポスター掲示場数が５００を超える場合
｛５５７，１１５円＋２６円７３銭×（ポスター掲示乗数－５００）｝／（ポスター掲示場数）

※１円未満の端数は１円とする。

＜作成枚数の上限＞
「選挙区（当該選挙が行われる区域）におけるポスター掲示場数」×２
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請求書の記載例（選挙運動用ポスターの作成）

比較して低い方を

比較して低い方を

契約の内容
を転記

選挙区の上限
数を記入

作成単価と作成枚数
に上限があります。

転記
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選挙運動用自動車の借上
運転手の雇用
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車両の借上・運転手雇用の上限額（選挙運動用自動車）

※「１日あたりの金額」について上限額があります。

※ハイヤー契約の場合の注意事項
道路運送法第３条第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業を経営する
者と、契約してください。
運転手雇用及び燃料代の公費負担制度を併用することはできません。

※レンタカー借上の場合の注意事項
レンタカー業の許可をうけた者から借りるようにとの運輸支局の要望があります。

車両の借上形態により、次のとおり上限額があります。
＜ハイヤー契約に基づく場合＞
◆車両の借上費用（運転手・燃料代含む）

１候補者につき１日１台で、６４，５００円
＜ハイヤー契約に基づかない場合＞
◆車両の借上費用 １候補者につき１日１台で、１５，３００円
◆運転手の雇用 １候補者につき１日１人で、１２，５００円

別途、運転手の雇用
や燃料代が発生する
ことはありません。

※公費負担の対象期間は、選挙運動期間のみです。
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請求書の記載例（選挙運動用自動車の借上）

選挙運動期間（※）
に限ります。

契約書の１日
あたりの金額
を転記

転記

比較して低い方を

※選挙運動期間
立候補の届出の日から
選挙期日の前日まで

※「一定期間レンタル料が定額」等の特別な料金で契約している場合の記載方法
は県選挙管理委員会事務局に個別に相談してください。
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請求書の記載例（運転手の雇用）

選挙運動期間（※）
に限ります。

契約書の１日
あたりの金額
を転記

※選挙運動期間
立候補の届出の日から
選挙期日の前日まで

転記

比較して低い方を

※運転手雇用契約は、運転手個人と締結してください。
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選挙運動用自動車の燃料
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選挙運動用自動車の燃料代の上限額

上限額＝７，３５０円×選挙運動期間（※）

選挙運動期間中、選挙運動用自動車に要した燃料代の合計額に上限燃料代の合計額に上限燃料代の合計額に上限燃料代の合計額に上限があります。

※選挙運動期間
立候補の届出の日から
選挙期日の前日まで

◆車両の借上費用等の場合とは異なり、１日あたりの金額に上限はありません。

◆公費負担対象は、選挙運動用自動車（１候補者１台に限られます。）に給油した
燃料代に限られます。
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請求書の記載例（選挙運動用自動車の燃料代）

立候補届出
日から

選挙期日の
前日まで

契約書の１リットル当
たり単価を記入

燃料代合計と上限額の低い方が
公費負担額

上限額は、選挙運動
期間中の合計であっ
て、１日当たりではあ
りません。

給油伝票を添付
してください。
（H20.12改正）

自動車登録番号を記
入（H20.12改正）
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選挙運動用通常葉書の郵送
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頒布枚数の限度と郵送費（通常葉書の郵送）

候補者は、通常葉書を無料で郵送できます。

◆候補者１人につき頒布できる枚数には、上限があります。
県議会議員選挙・・・・・・８千枚
県知事選挙・・・・・・・・・・４万枚

◆通常葉書は郵便物配達事務を扱う郵便局の窓口で発送郵便局の窓口で発送郵便局の窓口で発送郵便局の窓口で発送してください。
選挙運動用通常葉書差出票を添えてください。

◆選挙運動用通常葉書差出票は、立候補の際に交付されます。

◆路上で選挙人に手渡すことはできません。

◆県議会議員選挙・県知事選挙では通常葉書の作成費用は公費負担対象外です。
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選挙運動用通常葉書差出票

（表面） （裏面）

ここに必要事項を
記載してください。

◆これは、立候補受付の際に交付されます。

◆葉書発送の際に、郵便局に提出してください。
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選挙運動用ビラの作成

（県知事選挙のみ）
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作成枚数・作成単価の上限（選挙運動用ビラ）

＜作成単価の上限＞
◆ビラ作成枚数が５０，０００枚以下の場合
７円３０銭／枚

◆ビラ作成枚数が５０，０００枚を超える場合
｛３６５，０００円＋４円８８銭×（作成枚数－５０，０００）｝／（作成枚数）

※１銭未満の端数は１銭とする。

※ビラの作成枚数・作成単価の双方に上限があります。

※ビラ作成枚数によって作成単価の上限が決まります。

＜作成枚数の上限＞
１０万枚＋（本県の衆議院議員選挙小選挙区数－１）×１．５万枚＝１３万枚
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請求書の記載例（選挙運動用ビラの作成）

契約書の内
容を転記

上限単価・上限
枚数を記入

作成枚数と作成単価
に上限があります。 比較して低い方を

比較して低い方を

転記
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問い合わせ先
所属名 電話番号

県選挙管理委員会事務局

（県庁 市町村課 振興班）

０７３－４３２－４１１１（代表）

０７３－４１１－２１９１（直通）

県選挙管理委員会 海草分局

（海草振興局 総務県民課 防災・総務グループ）

０７３－４３２－４１１１（代表）

０７３－４４１－３４７７（直通）

県選挙管理委員会 那賀分局

（那賀振興局 総務県民課 防災・総務グループ）

０７３６－６３－０１００（代表）

０７３６－６１－０１３７（直通）

県選挙管理委員会 伊都分局

（伊都振興局 総務県民課 防災・総務グループ）

０７３６－３４－１７００（代表）

０７３６－３３－４９０４（直通）

県選挙管理委員会 有田分局

（有田振興局 総務県民課 防災・総務グループ）

０７３７－６３－４１１１（代表）

０７３７－６４－１２５５（直通）

県選挙管理委員会 日高分局

（日高振興局 総務県民課 防災・総務グループ）

０７３８－２２－３１１１（代表）

０７３８－２４－２９０４（直通）

県選挙管理委員会 西牟婁分局

（西牟婁振興局 総務県民課 防災・総務グループ）

０７３９－２２－１２００（代表）

０７３９－２６－７９０６（直通）

県選挙管理委員会 東牟婁分局

（東牟婁振興局 総務県民課 防災・総務グループ）

０７３５－２２－８５５１（代表）

０７３５－２１－９６０６（直通）

県選挙管理委員会ホームページアドレス
http://www.pref.wakayama.lg.jp/prefg/010600/wsenkan/wsenkan.htm



初版からの修正事項

� 5頁④⑤の記述を県議会議員選挙・県知事選
挙に即して整理しました。

� 7頁の図を簡素化し、見やすくしました。
� 11頁・24頁の説明を整理しました。
� 26頁の連絡先電話番号を修正しました。
� その他、軽易な字句修正を行いました。

27

H20.12改正（19頁参照）以降、制度改正や単価等の改定は行
われていません。

(平成26年9月修正)


